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物価高騰への追加対策に関する要望 

 

 これまで本県はわが党の要望に応えて約 175 億円に及ぶ機動的な

物価高騰対策を実施してきたが、いまだにエネルギーや食料品の高

騰などが県民生活や事業者に対して大きな影響を与え続けている。 

 こうした中、3 月 15 日に公明党は政府に対して、予備費を活用し

て速やかに追加の物価対策を実施するよう強く要望し、岸田総理は

「必要な対策をしっかり行う」と応じた。 

 同要望は地方創生臨時交付金を積み増しして、地域の実情に応じ

た柔軟な物価高対策を行うことを求めており、政府としても追加の

地方創生臨時交付金の支給に向けて動いていると聞いている。 

本県としても、こうした国の動きを視野に入れ、追加の物価対策を

早急に検討し、効果的な対策を実施するよう強く要望する。なお、特

に以下の内容については重点的な検討をされたい。 

 

・全世帯の半数を占めると言われるＬＰガス利用者（個人および事

業者）への支援策を行うこと。 

・医療機関や福祉施設などの光熱費等への支援を引き続き行うこ 

と。 

・県立学校給食費などの食材費値上がり分を補填すること。 

・価格転嫁が難しい中小事業者への支援策を検討すること。 

 

以上 


